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第１章 市営住宅の再生に関する基本的な考え方の目的と位置づけ 

本市の公共建築物における床面積の合計は約 995 万㎡であり、その内、市営住宅の床面積は約

177 万㎡で全体の約 18％を占め、床面積では学校施設に次いで 2番目の規模となっています。市

営住宅の内、特に老朽化が進む昭和 30・40年代に建設された住宅については、今後、一斉に建替

えや大規模改修の時期を迎えることになります。 

そのため、将来世代の負担を十分視野に入れ、今のうちから財政負担の軽減や平準化、公共建

築物の最適な配置に取り組み、施策の推進と財政の健全性の維持の両立につなげていくことが求

められています。 

「横浜市公共建築物の再編整備の方針（平成 30 年 2 月）」では、公共建築物の建替え等の機会

をとらえ、施設の多目的化・複合化等の再編整備を進めることで施設配置の最適化、運営の効率

化に取り組み、必要な市民サービスを持続的に提供するとともに、地域の活性化を目指すとして

います。  

  また、平成 26 年から 27 年にかけて開催された第５次横浜市住宅政策審議会（以下、「第５次

住政審」）では、時代の変化を踏まえた市営住宅の今後の役割と供給の考え方について審議が行わ

れ、平成 27 年 11 月に答申がまとめられました。答申では、市営住宅の役割を踏まえた供給、

適切なストックマネジメントの推進、地域のまちづくりに配慮した市営住宅団地の再生などに関

する提言が出されました。  

そこで、これらの公共建築物に関する方針や第５次住政審の答申を踏まえ、「市営住宅の再生に

関する基本的な考え方」を定め、これに基づき、効率的、効果的な市営住宅の再生（改修・建替

え）を進めて行くこととします。 

市営住宅再生に関する基本的な考え方の位置づけ 
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第２章 市営住宅を取り巻く現状と課題 

２－１ 市営住宅を取り巻く現状 

（１）高齢者世帯の増加

本市の人口は、2019 年（平成 31 年）に約 374万人となりピークを迎え、減少に転じるもの

の、高齢者人口はその後も増加し続け、総人口に占める高齢者の割合は 2035年（平成 47年）

には 30％を超えるなど高齢化が進行すると予測されています【図 1】。 

（２）住宅確保要配慮者の増加・多様化

少子高齢化の進展や厳しい社会情勢に伴い、今後、短期的（10年後）には、借家に住む高

齢単身・夫婦世帯や子育て世帯等の住宅確保要配慮者 ※が増加すると推計され、安心して住

み続けられる低廉な住まいを確保するなど、多様化する居住ニーズへの対応が求められてい

ます【図 2】。 

平成 25 年 平成 37 年（推計） 

子育て世帯 15,983 19,093 

高齢単身世帯 48,852 54,049 

高齢夫婦世帯 40,202 47,059 

一般ファミリー世帯 52,846 62,209 

合計 157,883 182,410 

図 2 借家で公営住宅の入居資格のある世帯数 

住宅・土地統計調査／ 2013年（H25年）／総務省 

 

図 1 横浜市の高齢者世帯数の将来推計 

出典 横浜市 

  以下、特に記載が

ないものは共通 

※ 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を養育する者、その他住宅の確保に特に配慮を
要する者

将来人口推計 

2015年（H27年）基準時点 



- 3 -

（３）単身・高齢化の進む入居申込状況における、真に困窮する方々の入居機会の確保

市内には公的賃貸住宅が約 11万戸あり、そのうち市営住宅は約 3万 1千戸、県営住宅が約

1 万 8 千戸となっています【図 3】。公営住宅は、一定規模の数が確保されていますが、総世

帯数に対する公的賃貸住宅戸数の割合は約７％であり、他の政令市等と比較しても多いとは

言えません【図 4】。また、市内の住宅供給公社及びＵＲ都市機構の賃貸住宅の家賃水準は周

辺市場並みであり、その全てを低所得世帯向けの住まいとして対応させることは難しい状況

です。 

市営住宅の入居応募状況に目を向けると、応募者の約半数は単身世帯であり、その約７割

が 65歳以上の高齢者となっています【図 5・図 6】。また、市営住宅全体の応募倍率は、ここ

数年 13～16倍で推移しており、特に高齢者用住宅は 24～28倍と高倍率化しています【図 7】。 

このような状況の中、既存の市営住宅を最大限に有効活用し、市営住宅を必要とする方々

に公平かつ的確に供給していくことが求められています。 

図 3 市内の公的住宅の供給状況 

2017年（H29年）3月末時点 

公的賃貸住宅戸数 2017年（H29年）3月末時点 
総世帯数 資料：住宅・土地統計調査／ 2013年（H25年）／総務省 

図 4 公的賃貸住宅住戸数



＊単身用は、60歳以上、又は障害者、生活保護受給者、DV被害者などで、単身で日常生活を送れる方が対象 

2017 年（H29 年）3 月末時点 

 

 

 

図 7 住宅区分別の市営住宅の応募者数・募集戸数・倍率 

図 5 市営住宅の応募状況 
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２－２ 市営住宅の課題 

（１）一定期間に集中する直接建設型住宅の大規模改修や建替えへの対応

本市では、1965 年（昭和 40年）代に郊外部の大規模な住宅を中心に、年間 1千戸を超える

市営住宅を供給してきました【図 8・図 9】。そのため、一定期間に大規模改修や建替えの時

期を迎えることとなります。そこで、住宅の老朽化に対して、限られた予算の中で、既存市

営住宅の維持修繕や大規模改修等の長寿命化、建替えなど、事業費の平準化を見据えた的確

な対応が必要となります。 

また、これらの住宅には、浴室がないなど、現在の水準に対して居住性能が極めて低い住

宅があり、その解消も求められます。 

図 9 市営住宅の種類と概要 

2017年（H29年）3月末時点

図 8 市営住宅（直接建設型）の竣工年度別の戸数（横浜市） 

供給種別 概　要 入居対象 戸　数

直接建設型 25,911戸 一般用 24,663
（公営住宅） (82.7%) 高齢者用　（ＳＨＰ） 929

      （ＳＨＰ以外） 212
身障者（車イス）用 107

1,428戸

(4.6%)

借上型 3,977戸
民間が建設・所有する住宅を市営住
宅として期限を定め借上げた住宅。

一般用 727

(12.7%)
横浜市では、主に「シニア・りぶいん」
として高齢単身・２人世帯に供給

高齢者用
（シニア・りぶいん）

3,250

31,316戸

直接建設型
（改良住宅）

公営住宅法に基づき、市が直接建設
し、保有する市営住宅

住宅地区改良法に基づき、市が直接
建設し、保有する市営住宅

－ 1,428

2017年（H29年）3月末時点
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（２）借上型住宅の契約期間満了への対応

民間土地所有者の共同住宅を市営住宅として借り上げる借上型住宅は、新たな土地の取得

が困難な都心部でも民間住宅を借り上げることにより市営住宅の供給が可能となる利点が

あります。 

このため、借上型住宅は郊外部に集中する市営住宅の地域的な偏りの改善を図るために供

給されており、不足する都心部の市営住宅としての役割が引き続き、求められています。 

なお、緊急通報システムの設置や生活援助員の派遣などシルバーハウジング・プロジェク

ト等の機能の付いた高齢者用市営住宅の約 75％を借上型で供給しており、2014 年（H26年）

から順次当初の契約期間（20年間）の満了を迎えています【図 10】。 

図 10 契約満了期間別の借上型住宅戸数 

 

（３）入居者の高齢化等によるコミュニティ活動の希薄化及び自治会活動の低下、店舗の撤退に

よるサービス機能低下などへの対応 

市営住宅の入居者のうち 65歳以上の入居者は全体の 40％を超えており、本市全体と比べ

ても高齢化が進んでいる状況があります。このような状況から、高齢化に伴い、コミュニテ

ィ活動の希薄化や自治会活動の低下が進行していると考えられます。 

また、一部の住宅では、近隣エリアの店舗の撤退により、日常生活に必要なサービス機能

が低下するなどの状況も見受けられます。 

そのため、高齢者や子育て世帯など多様な世帯が地域の中で安心して住み続けられる住宅

の供給や更なるコミュニティの充実が必要となるとともに、地域の活性化など地域まちづく

りからの視点による対応も必要となります。 

図 11 市営住宅入居者の年齢構成 (横浜市） 
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第３章 市営住宅の役割、供給のあり方 

３－１ 市営住宅の役割 

将来の本市の人口及び世帯推計から増加が見込まれる高齢単身・夫婦世帯は、今後の収入

増加が見込めず、民間賃貸住宅市場の受け入れ体制は十分とは言えない状況です。そのため、

今後の市営住宅は、住宅セーフティネットの根幹として、増加する住宅確保が困難な高齢単

身・夫婦世帯を中心に対応を図ることを基本とします。 

一方で、高齢者の集中によるコミュニティ活動の希薄化等を回避するために、高齢者のみ

ならず、子育て世帯など多様な世帯や世代が居住できる住宅供給等を図り、ミクストコミュ

ニティを形成する必要もあります。また、市営住宅の立地や規模に応じ、高齢の入居者の見

守りや生活を支援するための機能導入等を推進することが重要です。その際には、周辺地域

の住民のニーズに合わせた機能を導入することで地域のまちづくりに貢献することも必要で

す。さらに、周辺地域を含めた日常生活や地域包括ケアの推進に寄与するように、高齢者や

子育て支援、生活利便施設、コミュニティ施設などの集積により、まち・地域の再生の拠点

を形成していくことも求められます。 

３－２ 市営住宅の供給のあり方 

（１）本市の公的賃貸住宅の対応状況及び市営住宅の位置付け

本市では、公営住宅（市・県営住宅）、公的賃貸住宅（高齢者向け優良賃貸住宅等・住宅供

給公社・ＵＲ都市機構）、民間賃貸住宅により、それぞれの役割に応じて住宅確保要配慮者に

対し、居住支援を行っています【図 12】。また、借家で公営住宅の入居資格のある世帯数約 15

万 8千世帯のうち、約 3割の世帯数を市営住宅及び県営住宅が担っています【図 13】。 

その中で、市営住宅は、他の住宅では入居を制限される可能性のある低額所得の高齢者や障

害者など、真に住宅に困窮する方々の居住の安定を確保しており、住宅セーフティネットの根

幹としての役割を担っています。そのため、様々な住宅施策の中で、住宅確保要配慮者にとっ

て最後の砦として、今後も市営住宅を必要な方に的確に供給していきます。 

図 12 公的賃貸住宅の対応範囲 
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（２）市営住宅の戸数の維持

人口及び世帯推計から 2035 年頃（平成 47 年頃）にはファミリー世帯は減少するものの、

高齢者世帯が増加すると予測されるため、中長期的には、公営住宅の入居資格がある世帯の

数は大きく変わらないと想定されます。 

そのため、重層的な住宅セーフティネットを構築する中で、その核となる市営住宅に対す

るニーズは、減少しないと見込まれるため、今後 20年程度は、住宅確保が困難な高齢者世帯

を中心に対応しながら、現在の戸数を維持します。また、既存の借上型住宅については、当

面の間、同一の住宅を再度借上げることにより、戸数を維持します。 

なお、上述のとおり、今後 20 年程度は、公営住宅の需要は大きく変わらないと想定されて

いますが、それ以降は経済動向等により予測が難しいため、公営住宅需要が把握できるよう

になった時点で改めて方向性の見直しを図っていきます。 

図 13 想定される居住の状況 

【2035 年頃（平成 47年頃）の公営住宅等の需要に 

ついて】 

家族類型について、単身世帯と夫婦のみの世帯が増加。 
ファミリー世帯は減少。（図 14）

家族類型の内、増加傾向となる単身世帯と夫婦のみ世帯の年
齢構成をみると、高齢者層が増加し、それ以外は横ばい傾向。 
（図 15・図 16） 

上記の動向から、2035 年頃（平成 47 年頃）の公営住宅の入
居資格世帯は、高齢者世帯（単身・夫婦のみ世帯）が増加し、

ファミリー世帯は減少すると類推され、全体として入居者資
格世帯が大きく減少することなく、公営住宅等の需要は大き
く低下しないものと考えられる。

図 14 家族類型別の将来世帯

図 15 将来の単身世帯の年齢 3区分内訳 図 16 将来の夫婦世帯の年齢 3区分内訳 
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第４章 再生の進め方 

４－１ 再生の対象とする住宅 

本市ではこれまで、市が直接建設を行う直接建設型と民間の住宅を借り上げる借上型の２

つの方式で市営住宅の供給を行ってきており、この内、借上げ型住宅については、用地取得

を伴う直接建設型による供給が難しい都心部を中心に供給してきています。 

今後も、直接建設型による供給を基本とし、地域の実情に応じた供給方式で再生を進める

ことにします。 

直接建設型の市営住宅は、公営住宅法に基づく耐用年限（以下、「法定耐用年限」）の 70年

まで使用することを原則としますが、今後、一定期間に建替えが集中し、建替えの先行によ

る平準化が必要となるため、法定耐用年限の過半を経過し、1981 年(昭和 56 年)以前に建設

※された市営住宅 36住宅、約１万４千戸を対象とします【図 17・図 18】。

なお、1982 年(昭和 57 年)以降に建設された住宅については、法定耐用年限を迎える 2051

年以降の公営住宅の需要が把握可能になる時点で方向性を定めます。 

  また、耐震補強が必要と耐震診断で判定された全ての住宅について、2015年(平成 27年) 

までに耐震改修を完了しています。 ※ 竣工した住宅だけでなく着工した住宅も含む 

  図 17 再生の対象とする住宅 

※建替中の寿町住宅は一覧から除く- 9 -

中村町
1960
(S35)

50 戸 瀬戸橋
1962
(S37)

124 戸 上飯田
1964
(S39)

1404 戸

六浦
1964
(S39)

94 戸

瀬ケ崎
1964
(S39)

56 戸

本郷
1970
（S45)

20 戸 さかえ
1969
(S44)

180 戸 塩場
1966
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200 戸 勝田
1966
(S41)
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岩井町
1971
(S46)

34 戸 小菅が谷第二
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240 戸 ひかりが丘
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南三双
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※１ 住宅名(建設年度)を記載。建設年度が複数に渡る場合は初年度を示す。

※２ ゴシック体： 直接建設型 明朝体 ： 改良住宅
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建

設
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期



図 18 市営住宅位置図（1981年（昭和 56年）以前建設の直接建設型住宅及び改良住宅） 

※建替中の寿町住宅は一覧から除く

※建替中の寿町住宅は図から除く
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４－２ 適切なストックマネジメントの推進 

今後 20 年程度は公営住宅の需要は大きく変わらないと想定されることから、市営住宅の役

割を踏まえ、現在の戸数を維持しながら、以下の考えに基づき、適切にストックマネジメン

トを進めます。

（１）長寿命化を図りながら、原則法定耐用年限まで活用します。

（２）法定耐用年限を超えて、更なる長寿命化及び一部住宅の建替えの先行による建替時期の

平準化を行います。

（３）更なる長寿命化は、エレベーター等の設置等の改善状況、躯体の劣化、法規制の適合状

況等、総合的な視点から対象住宅を選定します。

（４）建替えの先行は、エレベーターが無く住戸改善が行われていない老朽化が進んだ大規模

住宅と浴室がない等の居住性能の低い住宅を優先します。

（５）法定耐用年限まで使用するために、各住宅の経過年数、劣化状況等を十分把握し、適切

かつ計画的に修繕を実施していきます。

４－３ 高齢者に配慮した市営住宅の供給 

既存住宅を高齢者の身体状況に合わせて改修し、高齢者が安心して住み続けることができ

る住宅の供給を進めていきます。 

具体的には、高齢者が生活しやすい１階の住戸や、エレベーターが設置されているものの

住戸内の改修ができていない住戸の床段差の解消やトイレの洋式化等のバリアフリー化への

対応を進めます。また、住戸内の改修だけではなく、住戸外においても、高齢者の見守り活

動の拠点や高齢者がいきいきと暮らせるための居場所の充実を図ります。 

４－４ 地域のまちづくりに配慮した市営住宅の再生 

子育て世帯向け住宅や高齢者が安心して暮らすことができる住宅の供給を実現するために、

市営住宅だけでなく周辺地域を含め、日常生活や地域包括ケアの推進に必要な機能（高齢者

支援機能、コミュニティ施設など）を集積することにより生活の拠点を形成し、地域のまち

づくりに貢献します。 

また、民間活力の活用も視野に入れながら、世代構成のバランスに配慮することや災害時

の避難や周辺の住環境の向上を図ることで、多様な世代が安心して快適に住み続けられる活

力ある地域づくりに配慮します。 
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４－５ 建替戸数の平準化 

（１）建替戸数と仮移転対策の平準化の必要性

上に示すグラフは、市営住宅の住戸について、法定耐用年限まで使用し、建設時と同じ戸

数で建替えを行う場合を示したものです。 

1960～1975 年頃（昭和 35～50年頃）建設の大規模住宅が相次いで法定耐用年限を迎える、 

2035～2045 年頃（平成 47～57年頃）の約 10年間が建替戸数のピークとなり、一時期に集中

する建替えや仮移転対策に伴う財政負担、入居者の仮移転時における負担等の軽減を図るた

め、その平準化が必要となります【図 19】。 

（２）平準化の考え方

市営住宅の役割や各住宅の状況等を踏まえ、「建替えの先行」及び「更なる長寿命化」によ

る手法を総合的に判断し、建替時期を調整する市営住宅を選定し、平準化を行うこととしま

す。 

 なお、平準化を実施する期間については、2020 年頃（平成 32 年頃）から、1981 年（昭和

56 年）以前建設の市営住宅の住戸全てが、法定耐用年限を迎える 2050 年頃（平成 62 年頃）

までの約 30 年間とします【図 20】。 

また、2050年頃（平成 62年頃）以降の平準化については、別途、検討を行っていくことと

します。 

 図 19 将来建替戸数推計 

2035～2045年頃の約 10年間 

更なる長寿命化 建替えの先行 

(事業年度) 
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※住戸改善：間取りの改修や配管・設備等の更新を含む大規模リフォーム

平準化の手法 対象住宅 平準化の考え方 

「建替えの先行」 

(法定耐用年限 70年 

→50～60 年程度)

・野庭

・洋光台

等

○以下の基本的な視点に対応できる住宅について、優先再

生住宅として「建替えの先行」を実施。

◇住宅の老朽化の解消

経年劣化等により、老朽化が進んでいる建物、設備を建

替えにより解消

◇円滑な事業の推進

入居者の移転先の確保による円滑な移転の実施

（団地内の移転、他団地での再生実施時の移転先確保）

◇再生に向けての視点

・市有財産の有効活用

集約により生み出した土地の活用

・厳しい財政事情への対応

新たな財源の創出、施設の効率化

・地域のまちづくりへの貢献

地域の日常生活や地域包括ケアの推進に必要な機能を

集積した拠点の形成、多世代が居住できる地域づくり

「建替えの先行」 

(法定耐用年限 70年 

→50～60 年程度)

・瀬戸橋

・六浦

・瀬ケ崎

等

○居住性の著しく低く、住戸改善 ※では対応できない住宅に

ついて、優先再生住宅として「建替えの先行」を実施。

「更なる長寿命化」 

(70年→90 年程度) 

・ひかりが丘

等 ○平準化を効率的に図るため、一部の住宅を対象に「更なる

長寿命化」を実施。

ひかりが丘住宅は、直近にエレベーター設置工事を完了し

ており、これを有効活用することが必要。

今後の住戸改善に併せて、躯体の劣化状況に応じた中性化

対策工事など長寿命化への対策を行い、法定耐用年限を超

える「更なる長寿命化」を実施。

図 20 市営住宅の役割や各住宅の状況等を踏まえた平準化の考え方 
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（３）平準化のプロセス

①市営住宅を法定耐用年限まで活用し、建替えを行う場合

下記のグラフは、市営住宅を法定耐用年限の 70年まで活用し、建替えを行う場合の建替戸

数を示したものです。 

2030 年（平成 42年）以前は、法定耐用年限を迎える市営住宅がなく、建替事業が計画され

ていないことから、2030年頃（平成 42年頃）から 2050 年頃（平成 62年頃）の約 20年間を

平準化対象期間とし、同期間内における建替対象戸数約 14,300 戸に対して平準化を行いま

す。 

  また、「建替えの先行」及び「更なる長寿命化」の手法により、平準化を実施します【図 21】。 

②「建替えの先行」及び「更なる長寿命化」による平準化

下記のグラフは、再生対象の 2030～2050 年頃（平成 42～62年頃）の約 20年間の建替戸数

を、「建替えの先行」及び「更なる長寿命化」により、2020～2050 年頃（平成 32～62 年頃）

の約 30 年間に平準化したイメージ図です。「更なる長寿命化」に位置付けたひかりが丘住宅

約 2,300 戸については、建替時期を 2050年頃（平成 62年頃）以降に調整しています。 

この結果、2020～2050 年頃（平成 32～62年頃）の年間当たりの建替戸数は約 400戸/年と

なります【図 22】。 

【対象期間】 
約 20年間（2030～2050年頃） 

【年間平均建替戸数】 
約 720戸/年（約 14,300戸/20年間） 

【年間想定建替事業費】 
約 5億円～約 316億円/年 

平均約 146億円/年 
総事業費 約 2,920億円 

① 単純推計

再生対象の S56年以前建設の市営住宅を全て法

定耐用年限で建て替えた場合

0

500

1,000

1,500

2,000

2015
H27

2020
H32

2025
H37

2030
H42

2035
H47

2040
H52

2045
H57

2050
H62

2055
H67

2060
H72

2065
H77

2070
H82

2075
H87

（戸数）

図 21 平準化前の建替戸数 
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（４）平準化の手法

平準化を行った結果に基づき、平準化の手法、対象住宅等については、以下の通り計画し

ています【図 23】。 

平準化の手法 検討対象住宅  再生の進め方 

建替えの先行 

(法定耐用年限 70年 

→50～60 年程度)

野庭  

洋光台 

等

エレベータの設置や住戸改善を実施せずに、法定耐用年

限前に先行して、優先的に再生を行います。

瀬戸橋 

六浦  

瀬ケ崎 

等

浴室がない等の著しく居住性能が低いため、法定耐用年

限前に先行して、優先的に再生を行います。また、建替え

が困難な住宅は、他住宅に集約建替えし、用途廃止します。 

更なる長寿命化 

(法定耐用年限 70年 

→90 年程度)

ひかりが丘 

等 

住戸改善と躯体の中性化対策を実施 し、竣工後 90 年程
度維持管理することにより、法定耐用年限を超えて、再
生時期を延長します。 
（ひかりが丘住宅は、エレベーターを先行して設置済） 

法定耐用年限まで活用

し建替え(70 年) 
他 

建替えの先行、更なる長寿命化を行う住宅以外のものにつ

いては、法定耐用年限まで活用し、建替えを行います。 

今後の検討状況等により、変更となる場合があります。 

【平準化期間】 
約 30年間（2020～2050年頃） 

【年間平均建替戸数】 
約 400戸/年（約 12,000戸/30年） 

【年間想定建替事業費】 
約 82億円/年 

総事業費約 2,450億円 

②平準化後のイメージ

2030～2050年頃（平成 42～62年頃）の約 20年間

の建替戸数を、「建替えの先行」及び「更なる長寿

命化」により、2020～2050 年頃（平成 32～62 年

頃）の約 30年間に平準化。

図 22 平準化後の建替戸数のイメージ 

図 23 平準化の手法 
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４－６ 再生に向けての視点 

「横浜市公共建築物の再編整備の方針（平成 30 年 2 月）」に基づき、以下の５つの視点か

ら、効率的な事業執行に努め、財政負担の軽減と地域のまちづくりに寄与する再生を目指

します。 

（１）集約により生み出した土地の活用

維持・建替えが困難な住宅は、他の住宅に住戸数を集約して建替えを行い、その上で 

用途廃止します。また、住棟の集約が可能な住宅については、集約し建替えを行います。

集約により生み出した土地については、地域貢献施設の導入や売却・貸付等を行います。 

（２）他施設との複合化等

建替え等の機会をとらえ、施設の多目的化・複合化等の再編整備を進めることで施設

配置の最適化、運営の効率化に取り組み、必要な市民サービスを持続的に提供するとと

もに、地域の活性化を目指します。 

（３）地域再生の拠点の形成

地域防災や環境への取組、高齢・子育て世帯への支援、地域貢献施設を導入するなど 

して、地域再生の拠点の形成を図ります。 

（４）民間活力等の導入

建替事業や管理運営を進めるに当たり、民間のノウハウの導入を検討します。 

（５）国費の積極的導入

財源確保のため、国費を積極的に導入します。また、国費の申請額に対し、満額交付 

されないケースが多いため、必要な予算を確保するよう、国に対し働きかけていきます。 
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第５章 今後に向けて 

今後は、市営住宅の再生に関する基本的な考え方に基づき、優先的に再生を進める住宅を選

定し、具体的な事業化に向けた再生プランの構築を進めてまいります。再生を行う住宅の優先

順位については、各住宅の減価償却の進み具合なども参考にしながら決定していきます。 

厳しい財政状況の中、様々な観点から経費縮減の検討を行いつつ、効率的、効果的に市営住

宅の再生を行います。 

  また、事業化が決定した住宅については、出来る限り早期に入居者への説明を行うなどして、

事業実施への協力が得られるよう配慮していきます。 

  なお、本基本的考え方については、社会情勢等を踏まえ、概ね 10年後に見直しを行うことと

します。  
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平成 30年４月１日 策定 

横浜市建築局住宅部市営住宅課 
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